
産総研の活動（データ編）

産学官連携制度等による研究員等受入実績
●企業から.............................................................................1,867名
●大学から.............................................................................2,446名
●独法・公設試等から......................................................1,043名

（2017 年度受入延べ数）

人員・予算1
　産総研は、6 の技術研修員のうち、優れた研究開発能力をも
つ大学院生を産総研リサーチアシスタント（契約職員）として雇
用します。雇用された大学院生は、産総研が実施している国の
研究開発プロジェクトなどに参画するとともに、その研究成果を
学位論文に活用できます。これにより、大学院生が経済的な不
安なく学位取得のための研究活動に専念できます。

リサーチアシスタント制度7

対　象

条　件

給与額

雇用日数

採用人数
（2017年度）

産総研リサーチアシスタントの雇用条件など

2017年度決算額（単位：百万円）

博士前期課程（修士課程）の
大学院生

博士後期課程（博士課程）の
大学院生

266 名

1ヵ月あたり平均4～14日

時給1,500円
（月7日勤務で月額約8万円）

1ヵ月あたり平均10～14日

時給1,900円
（月14日勤務で月額約20万円）

産総研の研究開発プロジェ
クトの推進に貢献可能な研
究開発能力を持ち、職員の
指導のもと自立的に業務を
遂行できること

産総研の研究開発プロジェ
クトの推進に大きく貢献可能
な高度な研究開発能力・論
文生産能力を持ち、職員の
指導のもと自立的に業務を
遂行できること

領域別の研究職員構成（2018 年 7月1日現在）

イノベーション推進本部　
産学官・国際連携推進部

029-862-6144
aist-ra-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

11 期生の就業状況　産総研イノベーションスクールでは、博士号をもつ若手研究
者（ポスドク）や博士・修士課程大学院生を積極的に受け入れ、特
定の専門分野についての科学的・技術的な知見をもつばかりで
なく、より広い視野に立ち、異なる分野の専門家とも協力できる
コミュニケーション能力や協調性を有する人材を育成すること
を目指しています。
　2008年の開校以来、292名のポスドクコース修了生を輩出して
います。2017年度の11期生では44.5％の修了生が民間企業に就
職しました。

イノベーションスクール9

(2018.7.1 現在 )

総務本部　イノベーションスクール

029-849-1600
school-jimukyoku-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

●研究職員（うち外国籍）..............................2,331名（139名）
　[うちパーマネント] ..................................................... [1,982名]
　[うち任期付] .......................................................................[349名]
●事務職員.................................................................................. 699名
　職員合計...............................................................................3,030名

●役員（常勤）............................................................................13名
●招聘研究員........................................................................... 233名
●ポスドク................................................................................ 243名
●テクニカルスタッフ......................................................1,549名

（2018 年 7月１日現在）

[注1] 百万円未満四捨五入のため、合計と一致しないことがある。
[注2] 収入及び支出の額は、独立行政法人通則法第38 条に規定する「決算報告書」の決算額である。

　産総研の研究員が連携大学院の客員教員に就任し、大学院生
を産総研に受け入れて研究指導を行います。大学院生は、産総
研の最先端の研究装置などを利用して研究を行うことができま
す。また、大学院の講義を行うなど産総研の研究ポテンシャル
を活用した人材育成を行っています。
　2018 年 7月 1日現在、73 大学と協定を結んでいます。

連携大学院8

イノベーション推進本部　
産学官・国際連携推進部

029-862-6144
cpiad-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

東北大学
東北学院大学
山形大学
福島大学

北海道大学

筑波大学
宇都宮大学
埼玉大学
千葉工業大学
東京大学
東京理科大学
東京工業大学
東京農工大学
青山学院大学
早稲田大学
芝浦工業大学
東京電機大学
中央大学
信州大学
山梨大学
横浜市立大学
東海大学

茨城大学
群馬大学
千葉大学
日本大学
東邦大学
首都大学東京
上智大学
立教大学
明治大学
お茶の水女子大学
電気通信大学
東京都市大学
長岡技術科学大学
静岡大学
横浜国立大学
神奈川工科大学
関東学院大学

金沢大学
金沢工業大学
名古屋工業大学
大同大学
中部大学

北陸先端科学技術大学
名古屋大学
名城大学
愛知工業大学
岐阜大学

香川大学
徳島大学

大阪大学
関西大学
近畿大学
神戸大学
立命館大学
同志社大学
和歌山大学
奈良先端科学技術大学院大学

九州大学
佐賀大学
熊本大学

九州工業大学
北九州市立大学
鹿児島大学

大阪府立大学
大阪電気通信大学
兵庫県立大学
関西学院大学
京都工芸繊維大学
福井大学

広島大学
山口大学
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エネルギー・環境領域

生命工学領域

材料・化学領域

エレクトロニクス・製造領域

情報・人間工学領域

地質調査総合センター

計量標準総合センター

支出額
104,577
百万円

エレクトロニクス・製造領域

材料・化学領域

情報・人間
工学領域

生命工学
領域

エネルギー・環境領域
施設整備費

その他
本部機能

地質調査
総合センター

計量標準
総合センター

17,310

9,032

12,623

11,94710,649
7,790

8,071

12,566

7,323

7,267

間接経費

運営費交付金
63,521

施設整備費
補助金
9,160

受託収入
24,705

（うち民間企業
受託収入
663）

資金提供型
共同研究収入
6,534

知的所有権収入
429

技術コンサル収入
602

その他収入額
3,565

収入額
108,514
百万円



10 200

30 600

20 400

60 1,200

70 1,400

80 1,600

50 1,000

40 800

　共同研究は、企業、大学や公設試験研究機関などと
産総研が、共通の目的・目標のもとに協力しながら研究
開発を行う制度です。単独研究では生み出せない新たな
成果の創出を目指します。受託研究は、企業などから委
託された研究を産総研が実施する制度です。自社にない
技術を必要とする研究についても、産総研の研究ポテン
シャルを活用して進めることができます。技術コンサル
ティングは、企業などが自社だけでは解決できない課題
に対して、産総研の多様な専門家集団による最先端研究
と豊富な知見をもとに、ソリューションを提供する制度
です。2017 年度には、411 件の技術コンサルティングを
実施しました。
●様々なかたちで共同研究を実施
◇人材移籍型共同研究
◇イノベーションコンソーシアム型共同研究
◇連携研究室（冠ラボ）

共同研究・受託研究・技術コンサルティング2

大企業 中小企業 教育機関 公的機関
出版放送マスコミ 個人 その他

　技術相談は、産総研が蓄積してきた技術研究成果
を基に、企業、大学、公設試験研究機関などからの
相談を受ける制度です。技術相談を受けた際、中小
企業連携コーディネータとイノベーションコーディ
ネータおよび研究員が協力して対応します。
　2017 年度には、4,208 件の技術相談を受けました。

技術相談3

（件）　産総研では、研究開発成果を活かして標準化活動に
取り組んでいます。
　2017 年度には、計 50 件の国内・国際標準の提案を
行いました。 

標準提案4

国際標準 国内標準
2013 年度 2014 年度 2015 年度 2017 年度2016 年度

イノベーション推進本部　
知的財産・標準化推進部　

029-862-6153
chizai-hyoujun-pl-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

　産総研の研究成果を社会に普及させることにより、
経済および産業の発展に貢献していくことは、産総研
の大きな使命です。このため、研究成果が技術移転に
つながるように知的財産権を戦略的に取得し、適切に
維持・管理するとともに、知的財産を核とした技術移
転を強力に推進しています。

技術移転5

知的財産情報

マッチング

産総研の研究成果等発表、
ＨＰ、特許情報（ＩＤＥＡ）

貢献に応じた持分
優先的な権利を設定

ニーズ・シーズ

産総研オリジナル試料機能・性能の評価

ノウハウおよび
未公開特許等技術評価

実施可能性の評価

実施権の許諾、実施料

秘密保持契約

 研究試料提供契約

技術情報開示契約

オプション契約

実施許諾契約

知的財産を核にした技術移転プロセス

共同研究

共願特許

共有特許の実施契約

イノベーション推進本部　
ベンチャー開発・技術移転センター

029-862-6158
aist-tlo-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

国内企業から 国内大学から
（うち連携大学院から）

その他国内法人から 海外機関から

（人）
　技術研修は、企業、大学、公設試験研究機関などの
研究員・技術者・学生などを一定期間産総研に受け入
れて、産総研研究員の指導の下、最先端の技術を習得
してもらう制度です。
　2017 年度は 1,584 名がこの制度を利用しました。

技術研修6

イノベーション推進本部　
産学官・国際連携推進部

029-862-6144
cpiad-ml@aist.go.jp

● お問い合わせ

● お問い合わせ

【共同研究・受託研究】 【技術コンサルティング】

イノベーション推進本部
産学官・国際連携推進部

029-862-6144
cpiad-ml@aist.go.jp

イノベーション推進本部
技術マーケティング室

029-862-6026
tmo-info-ml@aist.go.jp

イノベーション推進本部　
地域連携推進部（技術相談窓口）

029-862-6201
www.aist.go.jp/aist_j/collab/inquiry/
technical_consultation.html

● お問い合わせ

民間企業からの受託研究費資金提供型共同研究費

資金提供型共同研究件数 民間企業からの受託研究件数

（億円） （件）

2013 年度

34.3

8.1
2014 年度

35.6

7.4
2015 年度

42.1

7.5
2017 年度

65.3

6.6
2016 年度

59.2

6.30 0
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2014 年度

215

1,063
（171）

86
1,449

85

2015 年度
89

1,012
（169）

87
1,248

60

2016 年度
68

1,179
（190）

83
1,406

76

2017 年度
98

1,322
（208）

104
1,584

60

151 162 172 132

1,007 1,009

1,170

1,376

189

1,328


